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東京商工リサーチが実施した東京都内の企業の賃上げに関する調査によると、2023年度に賃上げを予定している割合は76.4%だった。22年度に賃上げを実施した企業は80.2%で、前年を下回る水準となった。物価高に伴うコストの上昇分を価格転嫁できていない企業を中心に、賃上げが進まない実態が浮かんだ。

2月上旬にアンケート調査を実施し、有効回答1009件を集計した。賃上げには定期昇給、ベースアップのほか、賞与や新卒者の初任給の増額なども含む。

賃上げを実施すると回答した中小企業は75.4%で、大企業の80.2%を下回った。産業別では、製造業と建設業の8割以上が賃上げを予定している一方、不動産業では約5割にとどまった。賃上げ率をみると、3〜4%が約3割と最も多かった。

賃上げを実施しない企業に理由を尋ねたところ、半数超が「コスト増加分を十分に価格転嫁できていない」と回答した。受注の先行きへの不安を理由とする企業も目立った。

東京商工リサーチは「賃上げ率と物価上昇率の乖離（かいり）は大きい。立場の弱い中小企業ほど価格転嫁が遅れ、コスト負担が増し、賃上げの余裕がない」と指摘している。





